
（平成２７年１月２８日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 4 件



関東（栃木）厚生年金 事案 8901 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、平成５年８月１日から６年８月１日までの期

間に係る標準報酬月額の記録については、平成５年８月は 32 万円、同年

９月から６年７月までは 30 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 また、申立期間のうち、平成７年２月 28 日から同年３月１日までの期

間について、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格

喪失日を同年３月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 30 万円とす

ることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成５年７月１日から７年３月１日まで 

  私は、平成５年７月１日から 12 年３月 31 日までの期間、Ａ社に継続

勤務していた。在職中に経営悪化のため厚生年金保険から抜ける旨の説

明があったことを記憶しており、私の厚生年金保険の被保険者資格は、

７年２月 28 日に一度喪失し、同年 12 月１日に再取得しているが、同年

２月の保険料については、給与から控除されていたので、同年２月 28

日から同年３月１日までの期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

  また、給与明細書を提出するので、平成５年７月１日から７年２月

28 日までの期間に係る標準報酬月額を訂正してほしい。 

  

  

 



第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、平成５年８月１日から６年８月１日までの期間につい

て、申立人から提出された当該期間に係る給与明細書において確認できる

保険料控除額及び報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標

準報酬月額より高額であることが認められる。 

   一方、当該期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

   したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書で確認で

きる保険料控除額又は報酬月額により、平成５年８月は 32 万円、同年９

月から６年７月までは 30 万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が平成５年８月１日から６年８月１日までの期間に係る標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、Ａ社は 24 年に破産している上、当該期間当時の事業主は他界し、

破産手続開始当時の事業主は当時の資料が無く不明としており、これを確

認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額の

届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを

確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認

められない。 

   一方、申立期間のうち、平成５年７月１日から同年８月１日までの期間

及び６年８月１日から７年２月 28 日までの期間について、申立人から提

出された当該期間に係る給与明細書において確認できる保険料控除額又は

報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額より低

額であることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、あっ

せんは行わない。 

   申立期間のうち、平成７年２月 28 日から同年３月１日までの期間につ

いて、申立人から提出された給与明細書及び同僚の証言により、申立人は、

当該期間においてＡ社に勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 



   一方、オンライン記録によると、Ａ社は、平成７年２月 28 日に厚生年

金保険の適用事業所でなくなり、同年 12 月１日に再度適用事業所となり、

同年２月 28 日から同年 11 月 30 日までは適用事業所でないことが確認で

きるが、同社の登記簿謄本によると、当該期間において法人事業所である

ことが確認できることから適用事業所としての要件を満たしていたものと

判断される。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書で確認できる保

険料控除額又は報酬月額により 30 万円とすることが必要である。 

  なお、事業主が当該期間に係る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行したか否かについては、Ａ社は、平成 24 年に破産し

ている上、当時の事業主は他界し、破産手続開始当時の事業主は当時の資

料が無く不明としているが、当該期間においてＡ社は適用事業所の要件を

満たしていながら、社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認

められることから、社会保険事務所は、７年２月の厚生年金保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

 

 



関東（新潟）厚生年金 事案 8902 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を平成 21 年３月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14 万

2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 平成２年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 21 年３月 16 日から同年４月１日まで 

国（厚生労働省）の記録では、Ａ社の厚生年金保険被保険者資格取得

日が平成 21 年４月１日となっているが、実際は同年３月 16 日に入社し

ている。保険料控除の事実が確認できる給与支払明細書及び源泉徴収票

を提出するので、当該期間について被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した給与支払明細書、事業主が提出した源泉徴収簿及び事

業主の供述から、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して勤務し、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成

21 年４月のオンライン記録及び給与支払明細書により確認できる保険料

控除額から、14 万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は届出の誤りを認めていることから、社会保険

事務所（当時）は当該期間の保険料の納入の告知を行っておらず、事業主

は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



関東（群馬）厚生年金 事案 8904 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 49 年９月５日に訂正し、当該期間の標準報酬

月額を６万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年７月 30 日から同年９月５日まで 

  申立期間の厚生年金保険被保険者記録が無いが、昭和 48 年３月 16 日

にＡ社に入社し、Ｃ社でＤ職として 49 年 12 年 15 日に退職するまで継

続勤務して厚生年金保険料が控除されていたので、厚生年金保険の記録

を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社に勤務していた複数の同僚の証言及び雇用保険記録から、申立人が

申立期間にＡ社のグループ会社であるＣ社で継続して勤務していたことが

認められる。 

また、申立人と同職種の同僚が提出した給与支給明細書から、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られるところ、当該給与支給明細書に記載された事業所名は、「Ｃ社」の

押印が確認できるものの、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所となっ

たのは、オンライン記録によると昭和 49 年９月５日であることが確認で

きる。 

さらに、申立期間当時、Ｅ社Ｆ事業部に在籍し、申立人と同様にＣ社に

勤務していたと供述する同僚二人から提出された給与支給明細書は、上記

のＡ社に在籍していた同僚の給与支給明細書と同様「Ｃ社」の押印が確認

できるところ、Ｅ社Ｆ事業部に在籍していた上記二人の同僚の申立期間に



おける厚生年金保険被保険者記録は、Ｅ社Ｆ事業部において継続している。 

加えて、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 49 年９月５日

に資格取得した者のうち、それまでＥ社Ｆ事業部に在籍していた者 67 人

（上記の同僚二人を含む。）は、全員、それまでの間はＥ社Ｆ事業部で厚

生年金保険被保険者記録が継続している。 

以上のことを踏まえると、Ｅ社Ｆ事業部においては、同社に在籍してい

た者について、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となるまでの間、従前の

事業所で引き続き厚生年金保険に加入させる取扱いをしていたものと考え

られ、申立人が在籍していた同社のグループ会社であるＡ社においては誤

って同様の処理が行われなかったものと考えられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料をＡ社の事業主により

給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

49 年６月の健康保険厚生年金保険被保険者原票から、６万円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



関東（茨城）厚生年金 事案 8905 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における

資格喪失日に係る記録を昭和 51 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を７万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年７月１日から同年８月１日まで 

Ａ社を退職したのは昭和 51 年７月 31 日であるが、国（厚生労働省）

の記録では厚生年金保険被保険者資格喪失日が同年７月１日と記録され

ている。源泉徴収票、退職金明細書及び雇用保険の記録により、退職日

は同年７月 31 日であることが確認できる上、給与明細書からは同年７

月の厚生年金保険料が控除されている。第三者委員会で調査の上、当該

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書、退職金明細書、給与所得の源泉徴収

票及び雇用保険の記録により、申立人は、申立期間において、Ａ社に継続

して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を、事業主により給与から控

除されていることが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、当該給与明細書により確認

できる厚生年金保険料控除額から、７万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は関連資料が無いため不明としてお

り、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事



業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



関東（山梨）厚生年金 事案 8906 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 57

年３月１日であると認められることから、申立人の資格喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については 28 万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56 年 12 月 31 日から 57 年３月１日まで 

 国（厚生労働省）の記録を確認したところ、私が勤務していたＡ社の

厚生年金保険の被保険者期間に脱退期間があることが分かった。 

 継続して勤務していたので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険及びＢ厚生年金基金の記録から、申立人が申立期間においてＡ

社に継続して勤務していたことが確認できる。 

 一方、Ａ社の事業所台帳から、同社は、昭和 56 年 12 月 31 日に厚生年

金保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がされ、57 年３月１日に再

度厚生年金保険の適用事業所として加入していることが確認できる上、Ａ

社における健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」と

いう。）から、56 年 12 月 31 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失し

ている者が 38 人確認できるところ、このうち、被保険者原票に同日以降

の異なる日付の資格喪失日が記載され、57 年３月２日付けで、資格喪失

日を 56 年 12 月 31 日に遡って訂正されている者が５人、被保険者原票に

「被保険者証返納済 57.3.2」又は「被保険者証回収不能届 57.3.2」と記

載されている者が申立人を含め 32 人確認できる。 

 また、Ａ社の事業主は、「当時、社会保険料の納付は遅延していた。」

と供述している上、同社の複数の同僚は、「当時の会社の経営は苦しかっ

  

  



た。」と供述していることから、申立期間当時、同社の経営は悪化してい

たことがうかがえる。 

  さらに、申立人は申立期間の給与明細書及び源泉徴収票を所持しており、

Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日以降も、同社から申立

人に対し給与が支払われ、厚生年金保険料が控除されていたことが確認で

きる。 

  加えて、Ａ社に係る商業登記簿及び複数の同僚の雇用保険の記録から、

同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日以降も５人以上の従業

員が在籍し、事業が継続していたことが確認できることから、同社は、申

立期間において厚生年金保険法の適用事業所の要件を満たしていたものと

認められる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 56 年 12 月 31 日

に資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る

記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日につい

ては、Ａ社において再度被保険者資格を取得した 57 年３月１日とするこ

とが妥当である。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、被保険者原票の昭和 56 年

11 月の記録から、28 万円とすることが妥当である。 

 

 

 

 

 



関東（埼玉）厚生年金 事案 8907 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

当該期間の標準賞与額に係る記録を申立期間①は３万 8,000 円、申立期間

②は 10 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 16 年２月 25 日 

           ② 平成 16 年８月 25 日 

年金事務所からの通知により、Ａ社において申立期間に支給された賞

与（半期Ｂ）の記録が無いことが分かった。給与明細書を提出するので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（申立期間①は３万 8,000 円、申立期間②は 10

万 4,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



関東（埼玉）厚生年金 事案 8908 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

当該期間の標準賞与額に係る記録を３万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年８月 26 日 

 年金事務所からの通知により、Ａ社において申立期間に支給された賞

与（半期Ｂ）の記録が無いことが分かった。調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の代表清算人から提出された資料により、申立人は、申立期間にお

いて、３万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



関東（埼玉）厚生年金 事案 8909 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

当該期間の標準賞与額に係る記録を８万 1,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 60 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年８月 25 日 

 年金事務所からの通知により、Ａ社において申立期間に支給された賞

与（半期Ｂ）の記録が無いことが分かった。調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の代表清算人から提出された資料により、申立人は、申立期間にお

いて、８万 1,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



関東（新潟）厚生年金 事案 8910 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、

当該期間の標準賞与額に係る記録を４万 3,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年８月 25 日 

 年金事務所からの通知により、Ａ社において申立期間に支給された賞

与（半期Ｂ）の記録が無いことが分かった。調査の上、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の代表清算人から提出された資料により、申立人は、申立期間にお

いて、４万 3,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明と回答しており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見

当たらないことから、行ったとは認められない。 



関東（栃木）国民年金 事案 5558 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年１月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 56 年１月から 62 年３月まで 

私が教員になる１年前の昭和 61 年頃、私の母が、Ａ社会保険事務所

（当時）で私の国民年金の加入手続を行い、その後、同社会保険事務所

窓口で、20 歳まで遡った分の国民年金保険料として、父が出してくれ

た約 50 万円で特例納付してくれた。申立期間が未加入となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母が昭和61年頃、申立人の国民年金の加入手続を行い、

その後、20歳まで遡った分の国民年金保険料として、父が出してくれた約

50万円で母が特例納付してくれたとしているが、同年以降に特例納付制度

は実施されていないほか、申立人の母は加入手続及び保険料納付に関し記

憶が明確ではないことから、これらの状況が不明である。 

また、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、申

立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、

申立人は国民年金に未加入であり、制度上、国民年金保険料を納付するこ

とはできない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



関東（新潟）国民年金 事案 5559 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60 年５月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年５月から 61 年３月まで 

   私は、国民年金の任意加入被保険者の資格喪失をした覚えはなく、国

民年金保険料は銀行や郵便局で納付していた。近くに住んでいる夫の兄

嫁は私と同姓同名なので、年金記録が混同しているのではないかと疑っ

ている。 

申立期間が未加入となっていることに納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の任意加入被保険者の資格喪失をした覚えはなく、

国民年金保険料は銀行や郵便局で納付していたと申述しているが、Ａ市

（現在は、Ｂ市）の申立人に係る国民年金被保険者名簿によると、申立人

は昭和 60 年５月 18 日に国民年金の任意加入被保険者の資格喪失をしてお

り、これはオンライン記録とも一致していることから、申立期間は制度上

保険料を納付できない未加入期間である上、当委員会においてオンライン

の氏名検索等により調査したが、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡も見当たらない。 

また、申立人と同姓同名であるその夫の兄嫁からは話を聞くことができ

ない上、オンライン記録によると、その夫の兄嫁に係る申立期間の国民年

金保険料の納付記録に不自然さは見当たらないことから、申立期間につい

て、申立人の納付記録と混同されたとは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判



断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



関東（茨城）国民年金 事案 5560 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年２月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年２月から 48 年３月まで 

 私は、22 歳頃（昭和 47 年頃）にＡ市役所から最初の国民年金保険料

の納付書が送られてきた時は納付しなかったが、23 歳頃（48 年頃）に、

同市役所から２回目の保険料の納付書が送られてきた時に、妻に頼ん

でＢ町にある社会保険事務所（当時）で３万 4,200 円を納付してもら

った。20 歳になった 45 年＊月から３年数か月分の納付書が送られてき

た記憶がある。 

申立期間の保険料が未納となっていることに納得できない。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年頃、Ａ市役所から２回目の国民年金保険料の納付

書が送られてきたので、その妻に頼んで社会保険事務所で、３万 4,200 円

を納付してもらったと申述しているところ、49 年１月から 50 年 12 月ま

での間に実施されていた第２回特例納付の制度を利用し、同年５月から同

年 12 月までの間に申立期間の保険料を納付すれば、その保険料額は申立

人の主張のとおり３万 4,200 円となるが、申立人は、23 歳頃に納付した

と述べるのみであり、納付時期についての記憶は明確でない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号前後の被保険者

の資格取得時期から、昭和 49 年１月頃に払い出されたと推認でき、申立

人が居住する市の国民年金被保険者名簿から、申立人は、48 年４月から

49 年３月までの国民年金保険料 7,650 円を同年２月１日に納付している

ことが確認でき、申立人の申述とは符合しない。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらない上、



申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



関東（茨城）国民年金 事案 5561 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11 年６月から 13 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年６月から 13 年２月まで 

私は、大学在学中の平成 11 年＊月に 20 歳になったため、Ａ市Ｂ区役

所で国民年金の加入手続を行った。 

申立期間の国民年金保険料については、保険料を滞納していたため、

母が平成 12 年から 13 年頃に納付してくれたはずである。 

申立期間が国民年金の未納期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母が平成12年から13年頃に申立人の申立期間の国民年金

保険料を納付してくれたはずであると主張しているが、申立人の保険料の

納付を行ったとするその母は、「娘が学生の時には、保険料を納付してい

なかった。」と申述しており、申立人の主張と一致しない。 

また、その母は、「娘が学生だった期間の国民年金保険料は、平成18年

９月に50万円くらいをまとめて納付した。」と申述しており、申立人から

提出された18年９月28日付けの領収印のある13年３月から16年３月までの

学生納付特例期間における追納保険料の領収書によると、合計額は51万

1,720円であり、その母が納付したとする金額とおおむね一致している上、

当該追納保険料納付時点では、申立期間の保険料を納付した形跡が見当た

らない。 

さらに、オンライン記録では、申立期間は学生納付特例期間ではなく、

上記追納保険料納付時点では時効により国民年金保険料を納付できない期

間である上、申立期間は、平成９年１月に基礎年金番号制度が導入された

以降の期間であり、記録漏れや記録誤り等の生じる可能性はかなり低くな

っていると考えられる。 



加えて、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の基礎年金番号が付番された形跡も見当たらない上、申立人が

申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定

申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



関東（栃木）国民年金 事案 5562 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年 11 月から 61 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55 年 11 月から 61 年３月まで 

私は、結婚するまでは祖父母及び妹と同居しており、祖父が私の国民

年金の加入手続をしてくれ、結婚前及び結婚後の期間の国民年金保険料

を代わりに納付していてくれたはずである。妹の加入手続及び保険料納

付についても祖父が行っていたはずで、妹は 20 歳から保険料を納めた

ことになっている。 

申立期間が国民年金の未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「祖父が私の国民年金の加入手続をしてくれ、国民年金保険

料を代わりに納付していてくれたはずである。」と申述しているが、申立

人の国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料を納付したとする

その祖父は既に亡くなっており、申立人自身は加入手続及び保険料納付に

直接関与していないことから、これらの状況が不明である。 

また、申立人が所持する年金手帳の初めて被保険者となった日欄に「昭

和 61 年４月１日」、被保険者種別欄に「３号－Ｂ」と記載され、オンラ

イン記録でも、申立人の被保険者資格取得日が 61 年４月１日となってお

り、申立人は国民年金第３号被保険者の制度が創設された同日に国民年金

の被保険者資格を取得していることから、それ以前の期間である申立期間

は、国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付できな

い期間である。 

さらに、当委員会においてオンラインの氏名検索等により調査したが、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計



簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 



関東（埼玉）厚生年金 事案 8903 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 53 年２月 28 日から同年３月１日まで 

  国（厚生労働省）の記録では、Ａ社（現在は、Ｂ社）の厚生年金保険

被保険者資格喪失日が昭和 53 年２月 28 日となっているが、この日付は

私が同社を退職した日であるので、同年３月１日が正しい資格喪失日で

ある。この記録は誤りであるので調査し記録の訂正をしてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和 53 年２月 28 日まで在籍しており、厚生年金保険

被保険者資格喪失日は同年３月１日であると主張している。 

しかしながら、事業主は、既に当時の資料が無く、申立人の勤務期間に

ついては不明である旨の回答をしており、申立人の申立期間に係る勤務実

態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、申立人のＡ社における雇用保険の離職日は、昭和 53 年２月 27

日となっている上、申立人と同時期に同社に勤務していた複数の同僚も、

申立人がいつまで勤務していたかは不明であるとしていることから、申立

期間に係る勤務実態を確認することはできない。 

さらに、申立期間及びその前後の期間において、申立人と同様に、雇

用保険の記録により離職日が月末の前日となっていることが確認できる同

僚５人は、月末付けで厚生年金保険の被保険者資格を喪失している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



関東（茨城）厚生年金 事案 8911 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成 18 年４月 

勤務していたＡ社(現在は、Ｂ社)から、平成 18 年４月に賞与を支給

されたが、賞与記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社は、関係資料は保存されておらず、申立てに係る賞与の支給及び賞

与からの厚生年金保険料の控除について不明と回答しており、申立人も、

賞与明細書等の賞与が支給されたことが確認できる資料を保管していない

ことから、申立期間に係る賞与の支給及び賞与からの厚生年金保険料の控

除について確認できない。 

また、Ｃ銀行Ｄ出張所から提出された申立人に係る取引推移表によると、

オンライン記録により標準賞与額の記録が確認できる平成 18 年７月及び

同年 12 月賞与については振込みが確認できるものの、同年４月について

は賞与の振込みは確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



関東（埼玉）厚生年金 事案 8912 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成 18 年４月 

勤務していたＡ社(現在は、Ｂ社)から、平成 18 年４月に賞与を支給

されたが、賞与記録が無いので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 18 年分給与所得の源泉徴収票において確認

できる社会保険料等の金額は、オンライン記録における標準報酬月額及び

標準賞与額に基づいて算出される 18 年分の社会保険料の金額を若干上回

っていることはうかがえるが、Ｂ社は、関係資料は保存されておらず、申

立てに係る賞与の支給及び賞与からの厚生年金保険料の控除について不明

と回答しており、申立人も、賞与明細書等の賞与が支給されたことが確認

できる資料を保管していないことから、申立期間に係る賞与の支給及び賞

与からの厚生年金保険料の控除について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 



関東（新潟）厚生年金 事案 8913 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 29 年 10 月から 30 年５月まで 

           ② 昭和 30 年 10 月から 31 年５月まで 

           ③ 昭和 31 年 10 月から 32 年５月まで 

           ④ 昭和 32 年 10 月から 33 年５月まで 

           ⑤ 昭和 33 年 10 月から 34 年５月まで 

  Ａ社に勤務していたが、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無

いので、調査の上、訂正してほしい。 

  

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の供述及び申立人の勤務実態に係る申立内容から、期間の特定はで

きないものの、申立期間中に申立人がＡ社に勤務していたことが推認でき

る。 

 しかしながら、Ａ社は、登記簿謄本により平成 21 年１月＊日に解散し

ていることが確認できること、及び申立期間当時の事業主は死亡している

上、解散時の事業主は「事業所の解散時に人事関係資料を廃棄しているの

で、勤務の実態や保険料控除については不明である。」と回答しているこ

とから、申立人に係る申立期間の勤務の実態及び厚生年金保険料の給与か

らの控除について確認することができない。 

 また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立期間に

おいて申立人の氏名は無く、健康保険証の番号に欠番も無い。 

さらに、申立人が申立期間当時、期間雇用社員として一緒に勤務したと

する複数の同僚についても、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて氏名を確認できない。 

 このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金

  

  

  



保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無く、申

立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 




